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鳥インフルエンザは、インフルエンザウイルス A 型によって引き起こされる鳥類の感染症であ

る。鳥インフルエンザウイルスは野鳥の中で循環しており、野鳥の移動に伴うウイルスの拡散に

より、家きんへの感染伝播による甚大な経済的損害や、希少種への感染による生物多様性への影

響などを引き起こす[1,2]。鳥インフルエンザウイルスのうち H5N1 等の一部の亜型について

は、近年、哺乳類への適応に関与する遺伝子変異の検出や、哺乳類での感染報告が相次いでいる

[3-5]。遺伝子変異の蓄積によりヒトへの感染性が高まったウイルスが出現する可能性が否定で

きず、新たなパンデミックの原因となり得ることから、鳥インフルエンザは公衆衛生として重要

な感染症である[3,6]。 

日本において、鳥インフルエンザの発生状況については、複数のサーベイランスが実施されて

いる。家きんにおける鳥インフルエンザの発生状況については、家畜伝染病予防法[7]に基づく

サーベイランスが行われており、野鳥等での発生状況は、環境省を実施主体としたサーベイラン

ス[8]の対象となっている。加えて、家きん、野鳥を含む鳥類に属する動物の鳥インフルエンザ

については、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（感染症法）に基づくサ

ーベイランス（以下、感染症発生動向調査）の対象ともされている。鳥インフルエンザ（H5N1

又は H7N9）に感染した、又はその疑いのある鳥類を診断した獣医師等には、感染症発生動向調

査として直ちに届出することが義務づけられている[9]。H5N1 は 2004 年 10 月から[10]、

H7N9 は 2013 年 5 月から[11]、届出対象とされた。感染症発生動向調査は、日本における鳥イ

ンフルエンザのサーベイランスの中で、唯一、「人と当該感染動物との接触の状況」に関する情

報を収集し、国立健康危機管理研究機構の感染症情報提供サイト内「感染症サーベイランス情報

のまとめ・評価」ページにて公開している。 

ヒトにおける鳥インフルエンザ症例については、感染症法第 12 条の規定に基づき、鳥インフ

ルエンザ（H5N1 又は H7N9）は二類感染症として、鳥インフルエンザ（H5N1 及び H7N9 を除

く）は四類感染症として届出が義務づけられている。なお、国内では、これまでヒトにおける鳥

インフルエンザ症例の届出はない（2026 年 9 月 8 日時点）。 

本稿では、感染症発生動向調査に届け出られた鳥インフルエンザ（H5N1 又は H7N9）の鳥類

について、動向をまとめるとともに、ヒトへの感染機会としての注意喚起に資するべく、「人と

当該感染動物との接触の状況」についても報告する。 

 

日本の季節性インフルエンザのシーズンを参考にして、前年の第 36 週~当該年の第 35 週まで

を 1 シーズンとして、シーズンごとに届出数を計上した。なお、鳥インフルエンザの鳥類の届出

は個体数としてではなく事例単位で行われていることから、本稿では届出事例数を集計した。届
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出票では、動物の所在地、診断方法、診断年月日、人と当該感染動物との接触の有無およびその

状況（自由記載）等の情報を収集している [9]。鳥の種類については、届出票に記載の「鳥の種

類」に基づき、家きん（飼養されている鳥類のうち、鶏、あひる、うずら、きじ、エミュー、だ

ちょう、ほろほろ鳥、七面鳥）[12]、野鳥、飼養鳥（家きんを除く飼養されている鳥類）、およ

び分類不能（いずれの区分にも分類できない鳥類）に分類した。 

 

感染症発生動向調査において届け出られた最初の事例は 2008 年 4 月診断のもので、それ以降

2025 年第 35 週までに 408 事例が届け出られた。亜型の記載があったもののうち 217 事例が

H5N1 で、H7N9 の事例はなかった。 

 

鳥の種類別 届出状況 

2025 年第 35 週までに届出された動物の種類は、家きん 42%（170/408 事例）、野鳥 56%

（229/408 事例）、飼養鳥 2%（8/408 事例）、分類不能 0.2%（1/408 事例）であった。シーズン

ごとでみると、2007－2008 シーズンが 5 事例（野鳥 5）、その後 2 シーズンは届出がなく、2010

－2011 シーズンには 84 事例（家きん 24、野鳥 59、分類不能 1）の届出があり、その後 10 シー

ズンは届出がなかった。2021－2022 シーズンが 16 事例（家きん 16）、2022－2023 シーズンが

133 事例（家きん 73、野鳥 54、飼養鳥 6）、2023－2024 シーズンが 52 事例（家きん 7、野鳥

43、飼養鳥 2）、2024－2025 シーズンが 118 事例（家きん 49、野鳥 69）であった（図１）。 

 

 

 

 

 

特にシーズン中に事例が届出されるようになった 2021－2022 シーズン以降の、診断月ごとの

届出数を図２に示す。いずれのシーズンにおいても、届出事例は 9 月～5 月の間に診断されてお

り、夏季（6 月～8 月）に診断された事例の届出はなかった。家きんの届出事例数は、2021－

2022 シーズンは 4 月に最も多かったが、2022－2023 シーズン以降は 12 月～1 月に最も多かっ

図 1．感染症発生動向調査における鳥類の鳥インフルエンザの診断シーズン別／鳥種区分別届出数
（n=408、2007–2008 シーズン~2024–2025 シーズン、2025 年 9 月 26 日時点） 
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た。野鳥では、2022－2023 シーズンおよび 2023－2024 シーズンでは 11 月～12 月に最も多か

ったが、2024－2025 シーズンは 4 月が最も多かった。 

 

 

 

 

都道府県別 届出状況 

2025 年第 35 週までに 40 都道府県から届出があり、北海道 137 事例（家きん 11、野鳥

126）、鹿児島県 39 事例（家きん 20、野鳥 19）、千葉県 28 事例（家きん 28）の順で多かった

（図 3）。鳥種区分別にみると、家きんでは 30 道府県から届出があり、千葉県が 28 事例と最も

多く、次いで鹿児島県 20 事例、愛知県 18 例であった。野鳥では、25 都道府県から届出があ

り、北海道が 126 事例と最も多く、鹿児島県 19 事例、神奈川県 13 事例であった。 

 

 

  

図 3．感染症発生動向調査における鳥類の鳥インフルエンザの報告都道府県別／鳥種区分別届出数
（n=408、2008 年~2025 年、2025 年 9 月 26 日時点） 

図２．感染症発生動向調査における鳥類の鳥インフルエンザの診断月別／鳥種区分別届出数
（n=319、2021–2022 シーズン~2024–2025 シーズン、2025 年 9 月 26 日時点） 
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届出事例における人と当該感染動物との接触の状況 

届出された「人と当該感染動物との接触の状況」については、「あり」とされたものが 86%

（352/408 事例; 家きん 166、野鳥 178、飼養鳥 8）だった。「人と当該感染動物との接触の状

況」が「あり」とされたもののうち、66%（231/352 事例; 家きん 139、野鳥 84、飼養鳥 8）に

ついては、自由記載欄に接触したヒトの属性（例：従業員、家畜保健衛生所職員、死体発見者、

等）や接触状況の詳細に関する記載（例：個人防護具を着用、等）があった。そのうち、養鶏関

係者に関する記載が 118 事例、防疫作業従事者に関する記載が 59 事例（重複あり）について認

められ、「住民」等の不特定多数との接触を示唆する記載は 2 事例あった。 

 

2024-2025 シーズンの状況 

届出事例は H5N1 もしくは亜型不明であり、鳥種分類別にみると家きんの届出が 49 事例と過

去 2 番目に多かったほか、野鳥の届出が 69 事例とこれまで最多だった。15 都道府県から届出が

あり、北海道 64 事例（家きん 2、野鳥 62）、千葉県 16 事例（家きん 16）、愛知県 13 事例（家

きん 13）の順で多かった。 

家きんについては 13 道県から届出があり、千葉県 16 事例、愛知県 13 事例、岩手県 5 事例の

順で多く、鳥種は 48 事例が鶏、1 事例がうずらであった。野鳥は 4 道県から届出があり、北海

道が 62 事例と圧倒的に多く、鹿児島県 4 事例、福島県 2 事例の順であった。 

また、H7N9 の事例の報告はなかった。 

 

鳥インフルエンザの流行は家畜衛生、野生動物保全、およびヒトの公衆衛生など幅広い分野に

影響を与える課題であり、ワンヘルス・アプローチの観点から、鳥類における鳥インフルエンザ

の継続的なモニタリングが重要である。また、鳥インフルエンザは、感染症発生動向調査におい

て、ヒトの症例に加えて動物の事例もサーベイランスの対象とされている、数少ない感染症の一

つである。国内においては、これまでヒトにおける鳥インフルエンザ症例の届出はない一方、鳥

類に属する動物における事例は 2021－2022 シーズン以降継続的に届出されており、人と当該感

染動物との接触についても報告されている。接触が報告されたヒトの属性情報では、養鶏関係者

もしくは防疫作業従事者等、職業上の曝露と推定されるものが多くを占めた。一方で、一般住民

等と鳥インフルエンザ感染個体との接触を示唆する記載も認められた。 

感染症発生動向調査での届出内容を集計して記述される鳥インフルエンザに関する情報は、職

業曝露の予防や住民への啓発を実施するうえで有用であると考えられる。一方で、鳥インフルエ

ンザの鳥類に属する動物の届出については、検査体制、感染鳥類の発見機会および届出運用等の

影響を受ける可能性があり、報告感度や報告の偏りについて、今後さらなる検討および改善の余

地があると考えられる。 
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